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議事に先立ち、今回会議の議事進行は河野タスクフォース・リーダーより事務局に託された。　
４．議事概要　
４－１．第２回国際連携タスクフォース議事録の確認
・第２回国際連携タスクフォース議事録（国際連携2012-3-02）の内容を確認した。
４－２．国際情報連携ニーズ調査について 　
４－２－１．化学業界におけるニーズ調査概要
・化学業界における情報連携ニーズに関するCEDI小委員会の調査につき、スライドによる概要紹介がタスクフォース・リーダーより行われた。
・わが国化学業界の現況紹介に続き、今後の海外生産の拡大が見込まれる状況下で、EDI化への連携の可能性はどうか、自動車業界・家電業界の先進事例に学ぶ方向でアジア各国のICT・ECの状況、さらにシングルウィンドウの状況を調べ、国際情報連携に関し見極めたい。
・20社宛の調査票に14回答を得た。うち６社がEDI化を希望と回答しているが、その内容はパターンが多様であり、導入希望時期など項目別にマトリックスに整理した。
・アジア地域におけるEDI化の希望は、国別に見ると中国、シンガポール、タイ、韓国、インドの順であった。
・ニーズ調査の結果は12月頃までにまとめ終える予定。
４－２－２．海外進出企業現地調査報告　
・海外進出日系企業のサプライチェーン業務プロセスにおける情報交換等の現況に関する調査として９月９～15日にタイで行った現地調査に関し、資料（国際連携 2012-3-03）により事務局が報告を行った。

・SIPSが日本国内で進めている国際標準に基づく業界横断EDI仕様がアジア地域においても導入可能で且つ役立つものになるのかを見通すことを目的として、調査団は現地の日系製造業およびそれら日系企業のIT化支援を行っているIT企業を訪問した。また、バンコク地域全般の状況を知るために、JETROと日本人商工会議所も訪問した。

・(1)取引慣行、(2)IT化のニーズと課題、(3)インフラ整備の３点に関し、サプライチェーンにおける調達および販売における取引慣行等についてヒアリングを行い、企業内IT化とEDI導入ニーズを探り調査報告にまとめた。　

・訪問した日系製造業４社に関して、それぞれの現地取引の調達先・販売先とIT化状況の調査結果が説明され、また、関連IT企業２社の事業現況が紹介された。
・現地全般の状況調査のため訪問したJETRO（日本貿易振興機構タイ事務所）とバンコク日本人商工会議所により情報の提供を受け明らかになったタイの現況が報告された。
・上述の調査報告に関連して、下記を含む意見交換等がなされた。：
　－　ヒアリング先企業は電子メールかFaxで処理を行っているが、日系大手製造業からWeb EDIの導入も始まっている。Web-EDIの拡大に先んじて、国際／業界横断EDIを進めることは可能であろうか。→　企業間の情報交換を自社業務につなげる機能を持つという意味で、国際／業界横断EDI普及の必要性は確実にある。国際標準に基づく国際／業界横断EDIの普及がEメール交換の急速な普及のように、早く進められるとよい。
４－３．国際標準化動向　
・2012年９月17日の週にウィーンにおいて開催された第20回国連CEFACTフォーラム会議に関し､事務局が資料（国際連携2012-3-04）により報告を行った。
・本フォーラムへの登録参加者は128名、日本からは９名が参加。事務局は手法・技術PDAに参加し、手法・技術分野の開発および保守体制の確立に貢献するとともに、今後のアジアおよび日本における電子ビジネス関連標準の推進方策を見通すことを目的とした活動を行った。
・国連ECEのTom Butterly氏より、Web用の貿易手続導入ガイド(Trade Facilitation Implementation Guide)の公開（http://www.unece.org/trade/tfig）につき紹介があった。同ガイドは途上国向けだが、シングルウィンドウを創って行くためのガイドで、分り易く、Webガイドとして便利なようによく工夫されていることから、参照が推奨される。

・今回の手法・技術PDA会議の主要テーマであった「ビジネス文書ヘッダー（BDH&E: Business Document Header and Envelope）」「新技術フレームワーク（CIFL：Core Interoperable Foundation Library）」「オープンデータ交換フレームワーク（ODIF：Open Data Interchange Framework）」「信頼できるメッセージ交換（Trusted Exchange of Trade Documents）」の、各事項の検討等の概要が報告された。　
・IV－(2)「新技術フレームワーク（CIFL：Core Interoperable Foundation Library）」の考え方はSIPSが進める国際／業界横断EDI仕様と同一の方向にある。当コンセプトは、手法･技術PDAから国連CEFACTに紹介した段階であり、未だ充分に理解されていない。今後CIFLコンセプトを巡り、更に実践的で詳細に亘る議論が行われることが期待される。

・IV－(3)「オープンデータ交換フレームワーク（ODIF：Open Data Interchange Framework）」：　国連CEFACTとISO TC154は、これまでEDIFACT構文規則、TDED（貿易データ要素ディレクトリ）やCCTS（コア構成要素技術仕様）などで相互に合同作業グループなどを設置し、協力して標準化を進めてきた。本年４月の国連CEFACTフォーラムにおいて、「ビジネスプロセスとそのデータを対象とした、構造化データのオープン電子交換を可能にする国際標準フレームワークの技術レポートを策定する」プロジェクトが国連CEFACTとTC154の合同プロジェクトとして開始された。同プロジェクトは双方のメンバーによる電話会議で進められ、国連CEFACTとTC154が発行した標準の棚卸と評価、および課題と勧告をまとめつつある。
当PDAグループは現在までに91項目に及ぶ技術標準、勧告、辞書、コードリストのうち国連ECEと国連CEFACTに関る全ての項目評価を見直し、課題と勧告に関する意見をまとめて、当該プロジェクトに提言してきた。課題分析のもと、国連CEFACT／TC154の役割分担について勧告が検討されており、同勧告は、本年10月のTC154総会でODIFドラフト文書として公開され、ISO投票に付されることとなる。なお、国連CEFACTのポジションは次回総会（2013年6月）を待つことになる。
・IV－(4)「信頼できるメッセージ交換（Trusted Exchange of Trade Documents）」：

信頼できるメッセージ交換をテーマにワークショップ（Workshop on Trusted Exchange of Trade Documents）が開催され、５つの発表が行われた。
発表と議論の後、勧告：取引文書の信頼性交換（Recommendations for the Trusted Exchange of Trade Document）策定プロジェクトを開始することとした。当該勧告は、勧告14と電子文書内容に関する各種標準、電子交換のコンセプト解釈、電子取引文書交換のための越境信頼性空間の確立などを含み、取組みが進められる。なお、当課題は政府の電子調達および政府間の情報連携に関わるもので、民間ベースの取引へのインパクトは不明であり、SIPSの本TFとして当面は深追いしないこととする。
４－４．今後のタスクフォースの進め方について
・2012年10月・11月に下記国際会議が開催される予定であることを事務局が紹介した。：

10月30日～11月 ２日
国連ESCAP APTFF/UNNExT（コロンボ）

11月19日～11月22日　　AFACT/EDICOM（テヘラン）
・現時点のスケジュールにおける今後のタスクフォースの進め方の一つとして、ニーズ調査の落し所をどのようにするかに関し、意見交換等を行った。

　－　業務のビジネスモデルが数カ月で変わる等の状況でEDIが変って来ている面があり、サービスベンダーとしてどうするべきか考えあぐねている。

　－　米国で進められているコア・データの整備プロジェクト：NIEM（National Information Exchange Model）は、メッセージング基盤／受発注中心ということでなく、コアコンポーネントを使いXMLスキーマを多数作成してやって行く方式で、そうした道もある。
　－　経済産業省では日本版NIEMが検討されている。

　－　レガシーよりはWeb-EDI系が早く、インターオペラブルであるかどうかが問題であろうと予測する。後続の人々にわれわれが提言・助言できれば良いのでは。

　－　官邸サイトに、公共データの公開に関するMETI構想（同サイト「国の政策」ページから検索）が掲出されている。

　－　NIEMのようにセマンティック用のライブラリー、データモデルの整備を行えばよく、実装のメッセージング基盤はいずれであってもよいとしてもよいかもしれない。
　－　国際情報連携ビジョンを次年度に向けて作りたい。

　－　ビジョン作りに向け、メッセージング基盤と国際／業界横断EDIの両タスクフォースにそれぞれの方向性を提案してもらい、国際連携タスクフォースにて総合的なビジョンを取りまとめるようにしたい。
５．次回会議の日程
・上述のスケジュール等から、当タスクフォースの次回会議を下記とすることとした。　
国際連携ＴＦ 第４回会議：　 11月15日（木）　14：00～17：00
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